
Ⅰ 安全・安心な消費生活の確保 【消費者取引の適正化】

特定商取引法等の適正運用 景品表示法の表示指導

消費者

消費生活相談窓口
消費者庁ほか

県民活動生活課
県消費生活センター

事業者

不適正な取引行為による
消費者被害の相談

連鎖販売取引(マルチ商法)・
訪問販売・通信販売など

情報提供

優良誤認表示・有利誤認表示

※消費者庁・近畿経済産業局・他府県と協
力・連携し、情報収集・調査を行っている。

事業者聴取
立入検査

事前調査
消費者聴取

現地調査 事前調査

消費者施策の実施状況について

啓発

関係課と連携し
事業者向け講座を開催

資料２‐１
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Ⅱ 「自ら考え行動する」消費者になるための支援 【消費生活情報の発信・啓発】

ビバシティ彦根での啓発 来場者400名（令和２年）

〇県警や市町、消費者団体等と連携し開催。

〇コロナ禍に対応し、web上でのバーチャルスタンプ
ラリーを実施した。
消費生活川柳の募集、市町でパネル巡回展示を行った。

〇商業施設でもパネル展示やブースによる啓発を行った

◆消費生活フェスタの開催

ウイルスと 詐欺の方法 変異する

【令和２年度「消費生活川柳」最優秀賞】
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Ⅱ 「自ら考え行動する」消費者になるための支援 【消費生活情報の発信・啓発】

○広報誌「くらしのかわら版」を年３回発行。
各市町消費生活相談窓口・社会福祉協議会・警察署に配布。

○しらしがメール・LINE
やTwitterを用いたタイム
リーな情報発信。

○啓発物品の作成、配布
・若者：反射リストバンド、ボールペン
・高齢者：啓発カレンダー
→コープしが生活協同組合、しが健康医療生活協同組合を
通じて配布

◆消費生活情報の提供
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Ⅱ 「自ら考え行動する」消費者になるための支援 【消費者教育・学習の推進】

◆成年年齢引き下げを見据えた取組

〇市町を通じて新成人に、
高校を通じて県下の全高校３年生に
啓発チラシ（近畿府県共同で作成）
を配布。

○消費者庁作成教材「社会への扉」を
活用した授業を高等学校等で実施。

対象：新成人・高校生対象：高校生
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Ⅱ 「自ら考え行動する」消費者になるための支援 【消費者教育・学習の推進】

○中学校家庭科の授業での活用を想定した消費者教育の
補助教材を作成し、ＨＰに掲載。
・未成年者契約
・キャッシュレス決済
・通信販売 など

対象：中学生

◆成年年齢引き下げを見据えた取組
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Ⅱ 「自ら考え行動する」消費者になるための支援 【消費者教育・学習の推進】

〇県教育委員会・県立高等学校・弁護士およ
び金融広報アドバイザーと検討会を開催。
啓発チラシを作成し、県内すべての高等学
校等に配布。

◆成年年齢引き下げを見据えた取組

←保護者向けチラシ（令和２年度作成）

参考：教員向けチラシ（令和元年度作成）↓
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Ⅱ 「自ら考え行動する」消費者になるための支援 【消費者教育・学習の推進】

◆成年年齢引き下げを見据えた取組

〇教員向け研修の実施（令和３年８月）

・高等学校等教員向け研修をZoomで実施。
・生徒の消費者被害未然防止に向け、教育現
場に支援を行った。

・全教職員対象、全９回開催
・基礎コース：
成年年齢引下にかかる基礎知識の取得等

・応用コース：
具体的な金銭教育（ライフプラン）等

・活用コース：
消費者トラブルの未然防止対処法や学校で
の教育、指導の提案等
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Ⅱ 「自ら考え行動する」消費者になるための支援 【消費者教育・学習の推進】

○小学５年生～中学３年生で使用する家庭科の
副教材「ゆめ・ふれ愛成長確認シート」を作成。
県内全ての小学校に配布。

〇ネットリテラシーにかかるパ
ワーポイント、動画教材を作成
し、ＨＰ、You Tubeに掲載。
（小学校高学年以上の学校の授
業や家庭学習での活用を想定）
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Ⅱ 「自ら考え行動する」消費者になるための支援 【消費者教育・学習の推進】

〇高校生のための消費生活講演会の開催
悪質商法による若者の消費者被害を未然に防止するため、弁護士・消費生活相談員が学
校に出向き、高校生を対象に講演会を開催。

〇消費者教育コーディネーターにより下記事業を実施
・学校、地域、団体等に消費生活相談員を派遣し、出前講座を実施。
・消費者教育についてのアドバイス
・教材の作成、提供
・トラブル事例の情報提供

学校 相談員

消費者教育
コーディネーター

職域

地域の団体

市町 企業等の消費者教育部門

弁護士

学校・地域等 実務経験者の専門家
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Ⅱ 「自ら考え行動する」消費者になるための支援 【消費者市民社会の構築に向けた
気運づくり】

★グリーン購入＋エシカルキャンペーン
・エシカル消費につながる行動の呼びかけ
→マイバッグ、マイボトルの持参
地産地消 など

・県内協力小売店等を通して、
PR兼参加宣言チラシ配布

◆エシカル消費の推進

★消費者リーダー育成講座
・地域の消費者リーダー育成を目的とした講座
・「未来をつくる消費者講座」をオンライン開催

→Weｂによるエシカル商品の製造現場の見学会など、計７回開催

○（一社）滋賀グリーン活動ネットワーク（SGN）に委託し、下記事業を実施
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Ⅱ 「自ら考え行動する」消費者になるための支援 【消費者市民社会の構築に向けた
気運づくり】

◆エシカル消費の推進

〇啓発イベントの実施
→クイズラリー、ブース出展、パネル展
示を実施

・滋賀県消費生活フェスタ
＠ビバシティ彦根

・グリーン購入＋エシカルキャンペーン
＠フォレオ大津一里山

・草津市地球冷やしたい推進フェア
＠イオンモール草津
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Ⅲ 消費者被害の防止と救済 【消費生活相談体制の充実強化】

◆県消費生活センターについて

〇市町相談窓口担当者への支援
→・相談窓口担当者情報交換会・ヘルプデスクの運営・消費生活相談困難案件の共同処理
・市町相談担当者への巡回訪問支援

〇もうけ話・副業トラブル110番の開設
コロナ禍で増加した副業トラブルの被害救済・注意喚起を図った

〇昭和46年に開設（50周年）

〇令和２年度の相談受付件数 3,928件
→インターネット相談、Zoomによる
オンライン相談を実施

〇消費生活相談員および職員対象
研修会の開催
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Ⅲ 消費者被害の防止と救済 【高齢者等への支援】

〇消費者トラブルに係る啓発チラシの作成・配布
「高齢者に向けた消費者被害防止のための啓発に関する協定」を締結している団体（生活協
同組合コープしが、しが健康医療生活協同組合）と令和２年より宅配事業で高齢者宅を訪問
している事業者とも連携を図り、情報提供を行い、消費者被害の未然防止・拡大防止に取り
組んだ。

令和２年度作成チラシ
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Ⅲ 消費者被害の防止と救済 【高齢者等への支援】

〇消費者安全確保地域協議会（見守りネットワーク）について

【設置済み】
・野洲市 49,807人
・近江八幡市 81,456人
・大津市 342,584人

【令和４年３月末設置予定】
・守山市 83,759人

★見守りのための情報提供
・協議会設置の具体的な方法や各市町の取組事例を共有
・国民生活センターから配信される消費者トラブル事例や対応策について、各市町を通し
見守り支援者に情報提供を行っている

※令和３年10月１日現在の人口
滋賀県の全人口 1,409,157人

計 473,847人
人口カバー率 33.63％ 計 557,606人

人口カバー率 39.57%

現状 令和４年３月
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